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平成２９年度答申第８号 

平成２９年６月１４日 

 

諮問番号 平成２８年度諮問第８号（平成２９年２月２４日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 平均賃金決定処分に関する件 

 

答  申  書 

 

 審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答申

する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は、妥当で

ある。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

１ 本件審査請求の骨子 

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が行った平均賃金

決定申請（以下「本件申請」という。）に対し、Ａ労働局長（以下「処分庁」

という。）が労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基法」とい

う。）１２条８項に基づく平均賃金決定処分（以下「本件処分」という。）

を行ったところ、審査請求人がこれを不服として審査請求した事案である。 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は以下のとおりである。 

（１）審査請求人の亡夫Ｐ（以下「本件労働者」という。）は、平成２６年７

月２９日に左上葉扁平上皮癌（以下「本件疾病」という。）と診断され、

平成２７年２月２６日に死亡した。 

（死亡診断書、休業補償給付支給請求書） 

（２）審査請求人は、平成２７年１２月２８日、Ｂ労働基準監督署長に対し、
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本件労働者が本件疾病を発症したのは、本件労働者が昭和４５年７月３１

日にＱ社（以下「本件会社」という。）を離職するまで労働者として石綿

ばく露作業に従事したことによるものであるとして、労働者災害補償保険

法（昭和２２年法律第５０号。以下「労災保険法」という。）１１条及び

１２条の８に基づき、自己の名で、本件労働者に係る本件疾病の診断日か

ら死亡日までの療養のため労働できなかった期間２１３日分の休業補償給

付を請求した。 

（休業補償給付支給請求書、被保険者記録照会回答票） 

（３）審査請求人は、本件労働者が本件会社で就労していた時の賃金額が不明

であったことから、平成２８年６月６日付けで、処分庁に対し、本件申請

を行った。なお、本件申請に係る平均賃金決定申請書には、「その他平均

賃金算定の参考事項・資料」として、「被保険者記録照会回答票」と記載

された上で、被保険者記録照会回答票（資格画面）（以下「本件回答票」

という。）が添付されていた。 

（平均賃金決定申請書、本件回答票） 

（４）処分庁は、平成２８年６月２４日付けで、審査請求人に対し、本件労働

者の平均賃金は５，４１９円７２銭であるとする本件処分を行った。 

（平均賃金決定通知書） 

（５）審査請求人は、平成２８年７月１３日付けで、審査庁に対し、決定され

た平均賃金は現在の最低賃金よりも低い金額であり、職人が一日当たりも

らえる日当よりも大きくかけ離れた金額であるため、平均賃金を５，４１

９円７２銭とする本件処分を改めてもらいたいとして、本件審査請求をし

た。 

（審査請求書） 

（６）審査庁は、平成２９年２月２４日、当審査会に対し、「本件審査請求に

ついては、棄却することとし、原処分を維持することが妥当である。」と

して、諮問した。 

（諮問説明書） 

第２ 審査庁の諮問に係る判断 

本件は、労働者が離職後に業務上疾病にかかった場合であり、審査請求人が

提出した被保険者記録照会回答票から離職日以前３か月間の標準報酬月額が判

明したため、昭和５０年基発第５５６号（以下「５５６号通達」という。）及

び平成２２年基監発０４１２第１号（以下「０４１２第１号通達」という。）
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に基づき、上記期間に係る標準報酬月額を基礎とし、これに毎月勤労統計調査

（以下「毎勤調査」という。）による賃金水準の変動率を乗じて平均賃金を決

定したものである。 

この平均賃金の算定は、法令及び関係通達に沿った計算方法であるといえる。 

よって、本件処分は適法かつ妥当であり、本件審査請求は棄却すべきである。 

なお、審理員の意見も同旨である。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

当審査会に提出された主張書面及び資料によれば、本件審査請求がされて

から諮問に至るまでの経過は別紙のとおりであり、審理員の審理手続につい

ては、特段違法又は不当と認められる点はうかがわれない。 

２ 本件処分の適法性及び妥当性について 

（１）平均賃金算定に係る法令等の定め 

ア 休業補償給付の金額は、１日につき給付基礎日額の１００分の６０に

相当する額とされ（労災保険法１４条１項）、給付基礎日額とは、労基

法１２条の平均賃金に相当する額とされている（労災保険法８条１項）。 

イ 平均賃金は、労基法１２条１項により、算定事由発生日以前３か月間

にその労働者に対し支払われた賃金の総額を、その期間の総日数で除し

た金額をいうとされ、同条１項から６項までにその算定方法が規定され

ているが、それらの規定のいずれによっても算定し得ない場合の平均賃

金は、厚生労働大臣の定めるところによることとなる（同条８項）。 

ウ そして、「労働基準法第十二条第一項乃至第六項の規定によって算定

し得ない場合の平均賃金」（昭和２４年労働省告示第５号。以下「告示

第５号」という。）２条は、都道府県労働局長が労基法１２条１項から

６項までの規定によって算定し得ないと認めた場合の平均賃金は、厚生

労働省労働基準局長の定めるところによるとしている。 

（２）通達による算定方法 

厚生労働省は、上記告示第５号２条を受けて、以下のような通達を発出

しており、これらにより、労働者が業務上疾病の診断確定日に既にその疾

病の発生のおそれのある作業に従事した事業場を離職している場合の平均

賃金を算定する運用を行っている。 

ア 労働者がその疾病の発生のおそれのある作業に従事した最後の事業場

を離職した日以前３か月間に支払われた賃金により算定した金額を基礎
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とし、算定事由発生日（診断によって疾病の発生が確定した日をいう。）

までの賃金水準の上昇を考慮して当該労働者の平均賃金を算定する（５

５６号通達）。 

イ 離職時の賃金額を賃金台帳等使用者による支払賃金額の記録から確認

することができない場合、申請者が賃金額を証明する資料として、任意

に、厚生年金保険等の被保険者記録照会回答票等を提出しており、当該

資料から、労働者が業務上疾病の発生のおそれのある作業に従事した最

後の事業場を離職した日以前３か月間の標準報酬月額等が明らかである

場合は、当該標準報酬月額等を基礎として、平均賃金を算定して差し支

えない（平成２５年基監発０２２２第１号（以下「０２２２第１号通達」

という。）による改正後の０４１２第１号通達）。 

ウ 労働者がその疾病の発生のおそれのある作業に従事した最後の事業場

を離職した日以前３か月間に支払われた賃金の総額が不明である場合、

算定事由発生日を起算日とし、同日に当該事業場で従事した同種労働者

や、同日における同地域又は類似の他の地域における同種、同規模事業

場に従事した同種労働者の一人平均の賃金額により推算する方法等によ

る金額を基礎として当該労働者の平均賃金を算定する（昭和５１年基発

第１９３号（以下「１９３号通達」という。））。 

（３）（２）の算定方法についての検討 

平均賃金の算定方法は、労基法１２条８項によって、厚生労働大臣の裁

量に委ねられているものであるが、算定される平均賃金は、労基法８章の

休業補償等の金額の基礎となるとともに、本件のように労災保険法の休業

補償給付の給付基礎日額ともなるものであるから、通達によって平均賃金

の算定方法を定める際には、通達がこれらの法の趣旨に合致するものでな

ければならない。 

かかる観点から、（２）の一連の通達による算定方法を検討する。 

まず、（２）アによる算定方法は、疾病の発生のおそれのある作業に従

事した最後の事業場を離職した後に疾病が発生した場合であっても、疾病

の発生のおそれのある作業に従事した最後の事業場における賃金を基礎と

して平均賃金を算定するものである。 

本来、労働災害が発生した場合、これによる労働者の損害を補償すべき

立場にあるのは使用者であり、労災保険制度も使用者が負うべき災害補償

の義務を保険給付によって迅速に補償することで労働者の保護を図ろうと
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したものであるから、被災した労働者に使用者が支払っていた賃金を基に

平均賃金を算定するのは、労働災害により失われた労働者の稼得能力の補

填という休業補償の趣旨に沿うものと考えられる。 

そして、離職日から算定事由発生日までの賃金水準の上昇を考慮するこ

ととしているのは、離職から疾病発生まで相当の期間が経過している場合、

現実の休業補償は疾病発生後に行われることから、賃金水準の上昇を反映

させて労働者の保護を図ったものと理解でき、これも休業補償の趣旨に沿

うものと考えられる。 

したがって、（２）アを平均賃金の原則的な算定方法とすることは、労

基法及び労災補償法における休業補償の趣旨に合致する。 

次に、（２）イは、（２）アの方法による算定をするに当たり、疾病の

発生のおそれのある作業に従事した最後の事業場を離職した時の賃金額が

確認できない場合であっても、厚生年金保険等の被保険者記録照会回答票

等により確認される標準報酬月額等を算定の基礎に用いることも差し支え

ないとしたものであるが、標準報酬月額は、使用者が労働者に支払った賃

金額を基に算定されるものであり、当時労働者が使用者から支払われてい

た賃金額に近い金額であるから、この金額を用いて平均賃金を算定するこ

とは不合理とはいえない。 

（２）ウは、（２）アの当該労働者に支払っていた賃金額や（２）イの

これに近い標準報酬月額等を用いることができない場合、算定事由発生日

時点の同種労働者等に係る統計データ等の金額を用いて平均賃金を算定す

るものである。 

統計データ等の金額によって算定する方法では、使用者が当該労働者に

支払っていた実際の賃金額に近い金額とはならない可能性もあるが、調査

を尽くしても当該労働者の実際の賃金額が明らかにならず、また厚生年金

保険等の被保険者記録照会回答票等の標準報酬月額等によって算定するこ

ともできない場合、労働者の保護を図るために、統計データ等の金額を用

いて算定するのはやむを得ない方法であり、不合理とはいえない。 

（４）本件の平均賃金の算定 

本件では、審査請求人が平成２８年６月６日に処分庁に提出した平均賃

金決定申請書には、「平均賃金を算定できない理由」として「Ｑ社で就労

していた時の給与明細書がないため」と記載され、本件回答票が添付され

ており、これにより、その標準報酬月額が判明している事実が認められる。
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また、審査請求人からの聴取書によれば、審査請求人も、本件労働者が本

件会社で勤務していた時の賃金や休日は知らない旨供述しており、本件回

答票以外に、本件労働者の賃金額を証明する資料がないこともうかがわれ

る。 

このように、本件の事実関係においては、申請者である審査請求人から

本件回答票が提出されているものの、それ以外に、疾病の発生のおそれの

ある作業に従事した最後の事業場における賃金額を証明する資料がないの

であるから、処分庁が０２２２第１号通達による改正後の０４１２第１号

通達及び５５６号通達を適用して平均賃金を算定したことは妥当であると

いうべきである。 

（５）審査請求人の主張に対する判断 

審査請求人は、平成２９年３月３１日付け主張書面において、「標準報

酬月額３０，０００円の賃金で１か月働いていたとは到底思えない」旨述

べて、本件処分で決定された平均賃金の金額が低額すぎる旨主張するので

あるが、前記（４）のとおり、本件回答票のほかに本件労働者の離職時の

賃金額を明らかにする資料は提示していない。 

上記のとおり、通達による平均賃金算定の方法は休業補償の趣旨に沿う

もので格別不合理とはいえないことから、審査請求人の上記主張が本件審

査請求の結論に影響を及ぼすものとは認められない。 

なお、審査請求人は同主張書面において、毎勤調査による数値を基に５

５６号通達の算定方法を用いて計算した場合の平均賃金は１０，４０１円

となる旨主張しているが、統計データ等の金額により算定する方法は、１

９３号通達にあるように賃金総額が不明な場合に行うやむを得ない方法で

あり、本件においては本件労働者の標準報酬月額が明らかとなっているこ

とから、統計データ等の金額を用いて算定するべきではない。 

また、審査請求人が主張する毎勤調査は、労働者全体の水準を示すもの

であり、労働者の職種等ごとの細かい数値を示すものではなく、これを個

人の平均賃金の算定基礎額として用いることは適切とはいい難い。 

したがって、審査請求人の主張はいずれも採用することができない。 

３ 付言 

行政不服審査制度における基本的要請として、審査庁は自らが適法・妥当

であると判断する処分については、そのように解釈する趣旨を、法令並びに

処分基準及び審査基準を摘示しつつ、当該事例における事実関係と併せて明
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確に示すことが肝要である。こうした要請は、かかる判断過程が、調査審議

に当たる当審査会にとって最も重要な審査対象事項をなすことに加えて、判

断過程の明示が審査請求人に対して説明責任を果たす意義を有することに基

づく。 

この点に関し、本件に係る調査審議に際し、審査庁は本件の平均賃金の算

定は通達に沿って行われたものであると説明するにもかかわらず、本来であ

れば諮問時に提出されるべき通達（参照、行政不服審査会運営規則６条２項

（２））が、当審査会から指摘されるまで、提出されないといった状況が認

められた。 

また、処分庁の弁明書において０４１２第１号通達が引用されているとこ

ろであるが、当該通達は０２２２第１号通達によって、被保険者記録照会回

答票の提出主体につき、当該労働者から申請者に改正され、さらに、被保険

者記録照会回答票の提出についても、任意とすることに改正がなされている

にもかかわらず、こうした基準の変更に関しては一切言及がないまま改正前

の基準が引用されている。また、関連する５５６号通達についても、昭和５

３年基発第５７号通達により改正されているにもかかわらず、その改正に言

及がなく、改正前と改正後の通達が区別されることなく単に５５６号通達と

して説明されている状況が認められ、当審査会からの指摘があって初めて説

明がなされたものである。さらに、本件の算定には用いられないものの、本

件処分における賃金額算定の妥当性を審査する過程で検討した１９３号通達

についても、改正前の基準に基づく説明がなされ、当審査会の求めによって

初めて改正が説明されるといった状況が見られた。こうした弁明書の記載や

審査庁の説明をみるに、審理員による審理が現行の法令や諸基準を的確に解

釈した内容となっているのか、不服審査段階に至る過程で審査請求人に対し

て的確な説明がなされてきたのか、疑念を抱かざるを得ない。 

いうまでもなく、本件審査請求に係る平均賃金の決定は、労災補償の金額

算定の基礎になるもので、これが適正に決定されなければ審査請求人の利益

が大きく害される性格の処分であり、それだけに慎重な調査審議が要求され

るところである。 

審査庁においては、今後、処分庁において審査基準について的確な説明が

なされるように周知徹底するほか、当審査会における調査審議が円滑に行わ

れるために、主張書面又は資料の提出を的確に行い、自らの判断の基礎ない

し形成過程に関し、具体的かつ正確に説明することが望まれる。 
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４ まとめ 

以上によれば、本件処分が違法又は不当であるとはいえず、審査請求は棄

却すべきである旨の諮問に係る判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第２部会 

委   員   戸   谷   博   子 

委   員   伊   藤       浩 

委   員   大   橋   洋   一 
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別紙 

（１）審査庁は、本件審査請求の審理手続を担当する審理員として、大臣官房

総務課審理室長であるＲ（以下「審理員Ｒ」という。）、同室総括審理専

門官であるＳ、同室審理専門官であるＴ（以下「審理員Ｔ」という。）を

指名し、うち審理員Ｒを審理員の事務を総括する者として指定し、平成２

８年８月１２日付けでその旨を審査請求人及び処分庁に通知した。 

（２）審理員Ｔは、平成２８年８月１２日付けで、処分庁に対し、審査請求書

の副本を送付するとともに、同年９月１２日までに弁明書等を提出するよ

う求めた。 

（３）処分庁は、平成２８年８月２４日付けで、審理員Ｔに対し、弁明書及び

関係資料を提出した。 

審理員Ｔは、同年９月１４日付けで、審査請求人に対し、弁明書の副本を

送付するとともに、反論書を提出する場合には同年１０月１４日までに提出

するよう求めた（なお、審査請求人から反論書の提出はなかった。）。また、

審理員Ｔは、同年９月１４日付けで、審査請求人に対し、処分庁から提出さ

れた資料の名称を知らせる文書を送付した。 

（４）審理員Ｔは、平成２８年１２月１９日付けで、審査請求人及び処分庁に

対し、審理手続を終結した旨並びに審理員意見書及び事件記録を審査庁に

提出する予定時期が同月２８日である旨を通知した。 

（５）審理員Ｒは、平成２８年１２月２６日付けで、審査庁に対し、「審理員 

Ｒ」作成名義の審理員意見書を提出した。また、審理員Ｔは、同月２６日付

けで、審査庁に対し、事件記録を提出した。 

 

 


